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「尼崎市まちなか浸水深等標示板設置他業務」実施事業者募集要項 

 

１ 件名 

 尼崎市まちなか浸水深等標示板設置他業務 

２ 目的 

本市では、猪名川・藻川、武庫川、その他市内の１級・２級河川の洪水、さらには、

高潮及び内水氾濫による浸水や南海トラフ巨大地震による津波浸水など種々の災害

事象によるリスクが想定されている。 

そのため、平時から住民の浸水等の災害リスクへの意識を高めることに加え、本市

への来訪者や外国人への多言語対応を踏まえ、災害時の迅速な避難行動に資すること

を目的とし、本市ハザードマップに準拠した各種情報（想定浸水深、避難場所情報、

避難誘導に資する情報）を掲載した標示板（以下「本標示板」という。）を市内一円の

電柱に設置することを前提に、これらに係る現地踏査及び設置箇所の計画、本標示板

内容のレイアウト、製作設置を行うものである。 

３ 業務の概要  

(1)  契約期間等について 

契約締結日から令和７年３月３１日まで 

※１）事業期間は、令和６年度から令和９年度までの４ヵ年を予定。 

※２）なお、上記契約期間のうち、現地踏査および設置箇所の計画、設置に係る

本標示板内容のレイアウト作成については令和７年１月１７日までとし、残り期

間を本標示板の製作設置の期間とする。 

 (2) 業務内容 

別紙１「尼崎市まちなか浸水深等標示板設置他業務仕様書（以下「仕様書」とい

う。）」のとおりとする。 

(3) 提案上限額等 

各年度の提案上限額は以下のとおりとする。 

 

(消費税及び地方消費税を含む。) 

期間 金額 

契約締結日～令和 7年 3月 31 日 ８,２１４,０００円 

令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日 ８,２１４,０００円 

令和 8 年 4 月 1 日～令和 9 年 3 月 31 日 ８,２１４,０００円 

令和 9 年 4 月 1 日～令和 10 年 3 月 31 日 ８,２１４,０００円 

合計 ３２,８５６,０００円 

※１）金額は契約額や予定価格を示すものではなく、提案上限額である。 
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※２）令和７年度以降に係る年間経費（抜柱および移設に伴う設置箇所の計画修正、

レイアウトの修正および本標示板の製作設置（修正分を含む。））は、年間８，２

１４，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）以内とし、令和７年度以降経

費に係る提案書（様式５）を提出すること。（令和７年度以降については、年度

ごとの見積書提示により、契約を行うことを想定している。各年度の委託料は、

市の予算の範囲内で別途協議し、会計年度ごとに締結する契約で定める。） 

※３）令和７年度以降については、本市の会計年度ごとに、令和６年度受託事業者と

翌年度以降の業務委託契約について引き続き行うものとする。（前年度の業務に

おいて業務実績評価が適正である場合は、選定された事業者と、令和９年度まで

契約可能とする。但し、本市において、予算に関する議会承認を得て、実施可能

とする。また、予算の減額等があった場合はこの限りではない。） 

※４）令和６年度は、本標示板設置箇所・レイアウト内容の検討及び本標示板の施行

予定枚数のうち一部の製作設置を行う計画とする。令和 7 年度から令和９年度

の３ヵ年は、施行予定枚数の残りについて、年次的に均等な枚数での製作設置を

行う計画とする。その他、電柱の移設・抜柱等に伴う、一部の設置箇所及びレイ

アウト内容修正、これら修正に伴う、一部の本標示板の再度製作設置を想定して

いる。 

４ 選定の方法 

(1) 公募型プロポーザル方式により、プレゼンテーションによる審査を実施し選定す

る。 

(2) 審査結果については、令和６年６月２６日（水）に文書にて通知する。 

(3) 審査により、最も高い得点を得た優先契約候補者と次点の２者を選定する。 

(4) 優先契約候補者が参加資格を喪失した場合は、次点の者と契約調整を行うことが

できることとする。 

５ 契約の変更、解除 

(1) 契約内容どおりの事業執行が認められない場合は、原因の報告と以後の事業実施

計画の提出を求めるとともに、事業内容・委託金額を変更する場合がある。 

(2) 委託契約に記載の条項に違反があったときは、契約の一部又は全部を解除し、委

託料の支払いをしない、若しくは支払った委託料の一部又は全額の返還が必要と

なる場合がある。 

(3) 契約を解除した場合は、損害賠償又は違約金を求める場合がある。 

６ 参加資格要件 

  本プロポーザルの参加事業者は、以下の参加資格要件のすべてを満たす事業者とす

る。 

(1)  尼崎市契約規則第４条に定める競争入札参加有資格者名簿に登載されている者 

(2)  仕様書に定める業務について業務遂行能力を有し、適正な実施体制を有する者
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及び本市の指示に柔軟に対応できる者 

(3)  提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 

(4)  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者 

(5)   本市から指名停止措置（入札参加停止措置）を受けていない者 

(6)  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申し立て又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申し立

てがなされている等、経営状態が著しく不健全である者でないこと。 

(7)  暴力団（尼崎市暴力団排除条例（平成２５年条例第１３号）第２条第４号に規

定する暴力団をいう。）又は暴力団員（同条例第２条第５号に規定する暴力団員を

いう。）若しくは暴力団密接関係者（同条例第２条第７号に規定する暴力団密接関

係者をいう。）に 該当しないこと。 

７ 失格の事項 

本プロポーザルの参加事業者が、次のいずれかに該当する場合は、その参加事業者

を失格とする。 

(1)  企画提案書の提出方法、提出先及び提出期限に適合しない者 

(2)  見積書の金額が、提案上限額（令和 6 年度分及び令和 7 年度から令和 9 年度

分）を超過した者 

(3)  企画提案書等（下記「１０」の内容）の提出期限後に見積もりの金額に訂正を

行った者（ただし、本市が過不足分を再提出させた場合はこの限りではない。） 

(4)  プレゼンテーションに出席しなかった者 

(5)  虚偽の申請を行い、参加資格を得た者 

(6)  選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った者 

８ 参加申請書等の提出等について 

(1)  提出方法及び期限 

   持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

   令和６年５月２７日（月）午後５時まで（必着） 

(2)  提出場所 

   〒660-8501 尼崎市東七松町 1丁目２３番 1号（中館８階） 

   尼崎市役所 危機管理安全局 危機管理安全部 災害対策課 

   電話番号 ０６－６４８９－６１６５ 

   メールアドレス ama-bousai@city.amagasaki.hyogo.jp 

(3)  提出書類 

  ア 参加申請書（様式１） １部 

  イ 市税を滞納していないことの証明 １部 

  （ア）参加事業者が尼崎市に存在する本・支店及び営業所の場合、尼崎市市税を現 
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在滞納していないことの証明書 

  （イ）参加事業者が、尼崎市に存在していない本・支店及び営業所の場合、当該所 

在地の市区町村税を現在滞納していないことの証明書 

  ウ 消費税及び地方消費税を滞納していないことの証明 １部 

  エ 直近１年分の財務諸表（貸借対照表及び損益計算書） １部 

オ 誓約書（暴力団排除に関する誓約書） 1部 

(4)  参加申請結果通知 

   受領後、提出書類に不備がないものについては順次通知する。不備がある場合

はその旨を連絡する。 

(5)  注意事項 

ア 提出期限までに参加申請書の提出がない場合は、企画提案書等の提出の意思 

がないものとみなす。 

イ 参加申請書提出後の辞退は「参加辞退届」（様式２）を提出すること。 

９ 質問書の提出について 

(1)  提出方法及び期限 

   様式３を「８(2)」のメールアドレスに電子メールで提出 

   （電話や訪問等での質問は受け付けない） 

   令和６年５月２７日（月）午後５時まで（必着） 

(2)  提出書類 

   様式３ 質問書（電子ファイル） 

(3)  回答方法 

   質問があったものから順次電子メールで回答する。 

(4)  注意事項 

  ア 質問書は、様式３で作成し、必要事項を記載すること。 

  イ 電子メールの送信後、質問者から本市担当者へ電話にて着信確認を行うこと。 

  ウ 質問に対する回答は、全ての参加事業者宛てに電子メールにて送付する。 

  エ 質問の趣旨について、本市担当者から質問者へ問い合わせを行うことがある。 

１０ 企画提案書等の提出について 

(1)  提出方法及び期限 

   持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

   令和６年６月１３日（木）午後５時まで（必着） 

(2)  提出場所 

   〒660-8501 尼崎市東七松町 1丁目２３番 1号（中館８階） 

   尼崎市役所 危機管理安全局 危機管理安全部 災害対策課 

(3)  提出物及び部数 

  ア 企画提案書（任意の様式） 
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イ 業務執行体制図（任意の様式） 

  ウ これまでの同種業務及び類似業務の実績（過去５年以内） 

（任意の様式） 

エ 見積書（様式４）及び内訳書（任意の様式） 

  オ 令和７年度以降経費に係る提案書（様式５） 

    以上の提出書類は、紙に印刷された正本 1 部、副本（コピー可）１０部及び電

子データ（ＣＤ－ＲＯＭ）正副２枚を提出すること。 

(4)  注意事項 

  ア 企画提案書については、任意の様式とするが、４０ページ以内で作成するとと 

もに、別添の仕様書に沿った構成とすること。（※） 

（※）本募集要項 P７に記載の評価項目・ポイントに定める事項の内容につい

ては、企画提案書に必ず明記すること。また、企画提案書のうち最低１ページ

を使用して、各事業者における本標示板（30 ㎝×90cm 相当）に記載するレイ

アウト（案）を作成すること。 

  イ 様式４及び様式５には、金額、所在地、社名及び代表者（代理人（受任者）で

競争入札参加資格審査を申請している場合は、代理人（受任者））を記載し、

登録印（本市との契約等に使用する印鑑として登録している印）を押印するこ

と。 

ウ 提出期限までに「（３）提出物及び部数」に掲げた資料及び必要部数が提出さ 

れない場合は、失格とする。 

  エ 選定にあたっては、地域経済活性化の観点から、本市が定める基準を満たした 

参加事業者のうち、市内事業者（尼崎市内に本社や本店等がある場合）または準 

市内事業者（尼崎市内に支店や営業所等がある場合）であれば、本市が定める割 

合で一定の加点を行う。 

（参考）【市内事業者または準市内事業者である場合の加点について】 

 以下の手順で選定時に加点を行うものとする。 

  ⑴ 最初に審査基準表に基づき提案内容の審査を行い、各事業者の評価点

（①点）を算出する。評価点の算出に際し、一定基準（最低基準点）を設定。 

  ⑵ 一定基準（最低基準点）を超えた事業者については、次のとおり加点を

行う。 

ア 市内事業者であれば、①点の 10％の加点を行う。 

   イ 準市内事業者であれば、①点の 5％の加点を行う。 

   ウ 市内事業者、準市内事業者、市外事業者に関わらず、事業実施に際し

て新たに市内在住者の雇用を行う提案があれば、①点の 5％の加点を行

う。 

⑶ 上記⑴＋⑵の点数を最終評価点とし、選定を行う。 
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（最低基準点を満たさない事業者については、加点を行わず、⑴の点が最終

評価点となる。） 

  オ 提出された企画提案書等については、提出期限以降における書類の差替え又は 

撤回を認めない。ただし、本市から指示があった場合は、この限りではない。 

  カ 見積書及び提案書の金額が、令和６年度の提案上限額及び令和７年度以降の経 

費の上限額を上回っている場合は、失格とする。 

  キ 電子データの提出については、不正プログラム対策ソフトウェアによる確認を 

行うなどして、納品物に不正プログラムが混入することがないよう、適切に対処 

すること。 

  ク 仕様書等に定めのない事項や疑義がある場合は、必ず本市に質問書にて確認を 

行ってから提案書を作成すること。 

１１ 契約の特定条件 

(1)  契約金額 

契約締結にあたっては、見積書に記載された合計金額（当該金額の消費税及

び地方消費税相当額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額））をもって契約金額とする。 

(2)  支払条件 

    業務完了後、適法な請求を受けた日から３０日以内に一括払。 

(3)  契約保証金 

尼崎市契約規則第31条に定める所定の契約保証金を納めなければならない。

ただし、同規則第 32 条に該当する場合は、これを免除する。 

(4)  仕様書 

企画提案書で提案される事項のほか、プロポーザル審査時に各事業者で質疑

を受け、回答した事項については、原則として契約時の仕様書に反映する。 

１２ 評価内容 

以下の評価項目にて、「尼崎市まちなか浸水深等標示板設置他業務実施事業者

選定委員会設置要綱」で定める選定委員会が評価を行う。 
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(1)プレゼンテーション評価による審査 

  ア プレゼンテーションの方法 

  参加事業者は、企画提案書等に基づく自ら提案の説明を行う。持ち時間は、

上記説明に２０分、その後の質疑応答に２０分、計４０分を予定している。な

お、準備時間は持ち時間に含めないものとする。 

  イ 参加人数 

     各社５人以内とする。 

  ウ プレゼンテーション実施時の注意事項 

(ア) プレゼンテーションは、企画提案書に沿って行うこと。追加資料の配付は

原則認めない。 

(イ) 参加者は企画提案書内に記載の業務推進体制に記載のある者とする。 

(ウ) 説明は、本業務の中心となる担当者あるいは全体を統括する統括責任者

が行うこと。説明者が本業務の中心となる担当者かどうか、確認を取ること

もあるので留意すること。 
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(エ) 質疑応答については、参加者のうち、適切に回答ができる者が行うこと。 

(オ) プレゼンテーションに必要な機材は参加事業者が用意すること。 

(カ) 操作端末及び説明に必要な機器があれば全て参加者で用意すること。た

だし、スクリーンを除く（本市にて準備）。 

(キ) プレゼンテーションでの提案内容及び質疑応答の内容は、企画提案書に

記載された内容と同等とみなすので留意すること。 

 （2）結果の通知 

   決定次第、文書により通知する。 

１３ 事業者選定スケジュール 

  事業者選定のスケジュールは、次表のとおり。 

日程 項目 

令和 6年 5月 16 日（木） 提案募集、仕様書等の配布（ホームページ掲載） 

令和 6年 5月 27 日（月） 参加申請書及び質問書の提出期限 

令和 6年 5月 29 日（水） 質問書の回答 

令和 6年 6月 13 日（木） 企画提案書等提出期限 

令和 6年 6月 20 日（木） 審査(予定であり、日程変更の可能性あり) 

プレゼンテーション 

令和 6年 6月 26 日（水） 選定結果通知（予定であり、日程変更の可能性あり） 

１４ その他留意事項 

（1）今回の企画提案参加に要する費用は参加事業者の負担とする。 

（2）提出書類に虚偽の記載をした場合は、提出書類を無効にするとともに、本市

としての指名停止措置がなされる場合がある。 

（3）上記「８（3）」及び「１０」に記載する提出書類については返却しない。 

（4）本企画提案の実施期間中（提案募集から選定結果の通知まで）は、本業務に関

する質疑等がある場合は必ず危機管理安全局危機管理安全部災害対策課へ行

うこととし、審査状況の確認等本業務企画提案に関して審査員及びその担当部

署へ接触することを禁止する。なお、これに反した場合は、失格とする。 

（5）参加事業者が１者であっても企画提案の評価を実施し、基準を満たしている

と判断した場合は、優先契約候補者を特定する。 

（6）配付資料（様式１～５）については、変更することがある。その場合は、配付

した参加事業者全てに変更後の資料を送付する。 

（7）提案書に記載された内容は、受託後に追加費用を伴わず実施する意思がある

ものとみなす。 

（8）本業務において使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨に限定する 

（9）企画提案書作成時において入手した本市から提供を受けた資料は適正に管理

するとともに、情報漏えい及び不正使用しないこと。 



 

9 
 

（10）参加辞退届を本市に提出した場合、この事業に関して本市から提供を受けた

資料については、直ちに紙媒体については裁断のうえ廃棄し、電子データにつ

いては消去すること。 

（11）プロポーザル審査時に各事業者で質疑を受け、回答した事項については、原

則として契約時の仕様書に反映する。 

（12）企画提案時における本標示板のレイアウト・デザインについては、プロポー

ザル審査時において内容決定されるものでなく、契約後に、レイアウト・デザ

インの最終決定を行うものとする。 

（13）選定結果についての異議申し立ては一切認めない。 

（14）参加事業者は、応募をもって、本募集要項に記載のすべてのことに承諾した

ものとする。 

以 上 


